
めざせ『資産運用立国！』新世代の今どき投資事情 
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｢貯蓄から投資へ｣から｢資産運用立国｣ 

インフレ時代の資産形成！ 

Z世代が変えていく投資の常識？ 
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 日経平均株価が先月27日、史上初の5万円

台に乗せました。｢貯蓄から投資へ」のスロー

ガンが叫ばれて久しいのですが、インフレと株

高を追い風に、資産形成に向けて個人投資家の

意識や投資スタイルに変化が見えてきました。 

●タンス預金が13兆円も減少！ 

  9月に日銀が発表した「資金循環統計(2025
年4～6月期)」によると、25年6月末での家計
の保有預金や株式･保険などの金融資産は前年
同期比で1％増の2,239兆円に。株価の上昇や
NISA（少額投資非課税制度）の普及などが追
い風となり、過去最高を更新しました。 

●投信､株価上昇で過去最高に 

日本の家計金融資産 

●タンス預金、減少の原因は 

 

●発行残高の半分がタンス預金？ 

  24年から減少局面に入ったのはい
くつかの要因があるようです。 
①金利の上昇 
 24年3月に日銀がマイナス金利政策を解除し 
 「金利のある世界」が復活。定期預金や個人向 
 け国債などに資金を移す人が増えた。 
②物価高の進行 
  消費者物価指数が前年同月比で8ヵ月連続で3% 
  を超え、タンス預金を生活費に充てるケースも｡  
  インフレが進むと現金の価値が低下するので、  

  ＜現金･預金は18年半ぶりの減少＞ 
 現金･預金は前年同期比0.1％減の1,126兆円
で、マイナスの伸び率は18年半ぶりのこと。 
 キャッシュレス化の進展に加え、他の金融商
品(投資信託や個人向け国債など)に資金がシフ
トしたため。 

 現金を自宅の金庫などに保管する「タンス預
金」が今年7月時点で約47兆円になったと
か。長く続く低金利により、23年1月には過
去最大規模の60兆円まで膨らんでいました。 

 ＜超低金利で、預けても利息つかない⁉＞ 
 タンス預金は2000年代初めから急増して、
03年には30兆円規模に。バブル崩壊後の金融
システム不安が消費者心理に影響を与え、手元
に現金を抱える人が増え、また長く続いた低金
利環境も拍車をかけた。日銀が16年にマイナ
ス金利政策を導入した結果、利息がわずかなの
で自宅に現金を保管する動きが広まった。 

＜タンス預金は減少局面に＞ 
資料：日本経済新聞 

（注）第一生命経済研究所の熊野氏が試算。1万円札の流通  
 枚数は日銀統計から引用。各年3月時点、25年のみ7月時点 

  日銀は、試算により、紙幣の発行残高の半分
程度がタンス預金などの非取引需要が占めてい
る可能性があると判断。24年度の発行残高(金
額ベース、約118兆円)から推測すると、タン
ス預金は約60兆円規模とみていました。 

47兆円 
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｢資産運用立国｣への道 

●投資に向けない家計資産！ 

●毎月の投資額10万円？ 

 タンスに眠っていたお金が社会情勢の変化に
よって動き出し、預金や消費、投資にどれだけ
回るかが今後の経済成長のカギを握ります。 

 1997年の橋本内閣の｢金融ビッグバン｣で
株式手数料が自由化に。｢貯蓄から投資へ」
が国のスローガンとして世に出たのは、01
年小泉内閣の｢骨太の方針｣です。 

 今年7月、新事業年度に合わせて金融庁に
｢資産運用課｣が発足。同庁が統廃合を伴わな
い課を新設するのは2000年の発足以来初め
て。金利が上昇し、貯蓄から投資への流れの
加速は急務で、岸田前々政権は｢資産運用立
国｣を主要政策に位置付けていました。 

●金融庁「資産運用課」を新設！ 

  ｢現金を手元に置いておくだけでは損する」と株 
  式や投資信託や金資産に換える動きも活発に。 
③新紙幣の発行 
  昨年7月に新札が発行されたことも一因。旧札  
  は今後も使用できますが、｢いつか使えなくなる 
  のでは」との不安から金融機関に預ける人も。 
④強盗リスクを意識 
  近年発生した広域強盗事件で、自宅に現金を置  
  くリスクを意識してタンス預金をやめた人も。   

●滞留マネーが動き出す時！ 

 日本経済新聞の読者対象の｢資産運用に関す
るアンケート｣によると、毎月の新規投資額は
10万円台が中心であることがわかりました。

  ＜貯蓄から投資倍増が3割＞ 
 20～40代が積極的に投資をしており、約3
割が「3年前に比べ新規投資額を2倍以上に増
やした」と回答。24年スタートの新NISAを
きっかけに、現預金を取り崩して投資に回す
動きが出ている。 

●24年ヒット番付の東横綱 

●いつから「貯蓄から投資へ」？ 

 24年上期の日経MJヒット番付、東の横綱
は「新NISA｣でした。株価の上昇もあり、若
い人も資産運用や投資へ関心が高まり、動きも
目立つようです。ところが一方では、こんな声
も聞こえます。｢国はかつて年金は100年安心
と言いながら、コロナ禍前には老後は2,000
万円必要と態度を一変。今度は『貯蓄から投資
へ』、国民は自助努力が必要と言う」と。 

＜｢貯蓄から投資へ｣を振り返ると＞ 
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資料：大和証券 

＜四半世紀前からの国のスローガン＞ 

1997/6 橋本内閣 金融の自由化（金融ビッグバ
ン） 株式手数料自由化 

2001/6 小泉内閣 骨太の方針で「貯蓄から投資
へ｣。証券優遇税制スタート 

2019/6 金融庁･金
融審査会ﾟ 

高齢社会における資産形成･管
理 ｢老後資金2,000万円問題｣ 

2022/11 岸田内閣 資産所得倍増計画プラン 
「貯蓄から資産運用立国へ」 

資料：金融庁 

＜家計金融資産の推移＞ 
ターニングポイントは199

 日本では家計金融資産の多くを現預金が占
めおり、金融資産の推移では大きな差が。統
計では米国では2002～22年末で家計金融
資産が3.3倍に。一方、日本は23年9月まで
をみても1.5倍増に留まっています。 

＜家計金融資産の構成各国比較＞2023年9月末 
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新世代の運用･投資事情 

●Z世代が変える投資の常識？ 

●高校生の7割が投資に興味！ 

●給料の20％以上を投資に？ 

 日本の個人投資家の意識が変わり始めたと
いう声が。けん引役は「Z世代」を筆頭とす
る若年層です。デジタル化の加速で投資環境
も様変わりしています。 

 NISA口座で運用した利益(売却益･配当等)
が非課税になる制度で14年にスタート。 

将来の資産形成を支援す
る非課税投資制度で、英国の｢I SA｣（Individual 
Saving Account = 個人貯蓄口座）をモデルに
日本版 I SA（Nippon I SA）という愛称に。 

そもそも｢NISA｣とは 

●高市内閣、岸田路線を継承！ 

 スマートフォンとアプリで誰もが投資始め
られる時代です。TikTokやYouTubeで投資
の基礎を学び、暗号資産やAI関連企業にも果
敢に挑戦するZ世代は投資の新しい潮流に。 

 高市首相の経済政策の司令塔「日本成長戦
略本部」が始動しました。岸田元首相が本部
長に就き、｢貯蓄から投資へ｣を促す『資産運
用立国』路線を5年越しで引き継ぎます。 

●NISA導入から10年で！ 

●若い現役世代にNISA定着！ 

 24年1月にはNISA制度を抜本的に拡充・
恒久化した新NISAが開始。｢個々人のライフ
プランやライフステージに応じて若年期から
高齢期まで、安定的な資産形成に向けて柔軟
に活用できる制度｣と謳っています。 

2014年 2016年 2018年 2024年 

一般NISA ジュニアNISA つみたてNISA 新NISA 

 ＜新NISA元年「投信つみたて」定着へ＞ 
 日本の個人に「長期･分散･積み立て｣の資産形
成が根付いてきた。新NISA元年の24年の買付け
総額は約13兆円で、うち3割は毎月一定額の投資
信託を購入する「つみたて投資枠」を使ったもの
で、若い世代ほど比率が高く、20代では5割に迫
るとか。(2025年2月2日 日本経済新聞) 

 ＜オルカン最高値更新､個人マネー流入＞ 
 新NISAで最も人気な投信「eMAXIS Slim全世
界株式（オール･カントリー)｣(オルカン)｣の基準
価格が1月の最高値（2万8,060円)を更新。株高と
円安進行を追い風に海外株投信への個人マネーの
流入が回復している。(2025年7月15日 日本経済新聞) 

うちから「金融リテラシー｣（金融知識･判断 
能力）を身につけるべきだと言われます。22
年4月から、新指導要領に基づき高校の家庭科
などで金融教育の授業が始まっています。 

 ＜金融リテラシー、世界主要国比較＞ 
 金融広報中央委員会公表の「金融リテラシー調
査2019年」によると、日本人の金融リテラシーは
世界の主要国と比較して低いことがわかる。金融
知識に関する共通問題を英国、ドイツ、フランス
と比較したところ、4ヵ国中最も低かった。 

●高校で金融教育がスタート！ 

 ある調査では、金融教育の授業を受けた高
校生の3割が「影響を受けた｣とし、投資への
関心は高く7割が興味を持っていると回答。
すでに4.7％が投資を始めており、家庭でお
金に関して教えられる機会がある割合は半数
を下回っていますが、ケースによっては親に
強い影響を受けていることがわかりました。 

＜年代別NISA投資額＞ 

●NISAで個人マネー復活の兆し 

 若い世代が資産形成を行うにあたり、若い

 ＜Z世代は真のデジタルネイティブ＞ 
 ｢Ｚ世代（1997年～2012年頃生まれ）｣は生まれた
時からインターネットやモバイルデバイス、ＳＮ
Ｓが身近にあり、スマホを使いこなす世代。 

 日本経済新聞社の調査によると、給料など
の定期収入の何％を資産運用に回すかの質問
に、Ｚ世代は｢10％以上｣が62％、｢20％以
上｣が36％で、｢50％以上｣が7％も。 

 ＜Z世代の投資行動をチェック＞ 

1．投資先行型 ｢資産形成は早く始めるほ 
  ど効果的｣との認識で、Z世代の3割が 
  大学在学中に投資を開始と回答。 
２．投資指南役はSNS 証券マンやFPで 
  なく、SNS上で投資情報を発信する金 
  融系インフルエンサーも活用。 
３．価値観に基づいた投資 海外志向の投資 
  や投資企業の理念などを重視 

 Z世代は「物心ついた頃にはデフレが終わ
り、円安の加速で、インフレで将来の円の
価値が目減りしていくリスクの中、少子高
齢化の進展で将来の年金は当てにできない
という将来への不安」が、彼らの資産運用
や投資行動を後押ししているようです。 


